
支払基金における審査の一般的な取扱い（医科） 

 

社会保険診療報酬支払基金における診療報酬請求に関する審査は、健康保険法、療養担 

 

当規則、診療報酬点数表及び関係諸通知等を踏まえ各審査委員会の医学的見解に基づいて 

 

行われています。 

 

今般、審査の公平・公正性に対する関係方面からの信頼を確保するため、平成３１年 

 

４月に支払基金に設置した「審査の一般的な取扱いに関する検討委員会」等（※）において、 

 

検討を重ね、「支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）」を取りまとめましたので、 

 

公表いたします。 

 

なお、「支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）」については、療養担当規則等 

 

に照らし、当該診療行為の必要性などに係る医学的判断に基づいた審査が行われることを 

 

前提としておりますので、本公表事例に示された適否が、すべての個別診療内容に係る審 

 

査において、画一的あるいは一律的に適用されるものではないことにご留意願います。 

 

 

 

（※）「支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）」については、平成２９年１月 

 

から平成３１年３月までの間は、「支払基金における審査の一般的な取扱いの公表 

 

に関する検討委員会」で検討していましたが、平成３０年度に審査に関する検討体 

 

制の改編を行い、令和元年度以降は「審査の一般的な取扱いに関する検討委員会」 

 

等で検討することとなりました。 

 

 

令和 6 年 2 月 

  



診療項目 番号 タイトル 頁 

入院料等 ６０５ 
心不全（ＮＹＨＡⅠ度及びＮＹＨＡⅡ度）に対す

る救急医療管理加算１の算定について 
1 

入院料等 ６０６ 
網膜剥離、眼内炎、眼外傷及び急性緑内障発作に

対する救急医療管理加算１の算定について 
2 

検査 ６０７ 
ＩｇＡ腎症に対するアルブミン定量（尿）の算定

について 
3 

検査 ６０８ 

顆粒球エラスターゼ定性等（子宮頸管粘液）と癌

胎児性フィブロネクチン定性（頸管腟分泌液）（切

迫早産）の併算定について 

4 

検査 ６０９ 
慢性腎不全に対する副甲状腺ホルモン（ＰＴＨ）

の算定について 
5 

検査 ６１０ 
手術前検査（梅毒血清反応（ＳＴＳ）定性等）の

算定間隔について 
6 

検査 ６１１ 
入院時検査（ＨＢｓ抗原定性・半定量等）の算定

間隔について 
7 

検査 ６１２ 
Ｂ型慢性肝炎に対するＨＢｃ抗体半定量・定量の

算定について 
8 

検査 ６１３ 
強皮症に対する抗ＲＮＡポリメラーゼⅢ抗体の

算定について 
9 

検査 ６１４ 

原発性胆汁性胆管炎（経過観察）に対する抗ミト

コンドリア抗体定性及び半定量、抗ミトコンドリ

ア抗体定量の算定について 

10 

検査 ６１５ 
ＡＮＣＡ関連血管炎に対するＰＲ３－ＡＮＣＡ

とＭＰＯ－ＡＮＣＡの併算定について 
11 

検査 ６１６ 
血清補体価（ＣＨ５０）等（悪性関節リウマチ等）

の算定について 
12 

検査 ６１７ 
癌胎児性フィブロネクチン定性（頸管腟分泌液）

（切迫早産診断時）の算定間隔について 
13 

検査 ６１８ 
超音波検査（断層撮影法）（下肢血管）（下肢動

脈閉塞症等）の算定について 
14 



診療項目 番号 タイトル 頁 

検査 ６１９ 

超音波検査（断層撮影法）（その他（頭頸部、四

肢、体表、末梢血管等））（甲状腺癌等）の算定

について 

15 

検査 ６２０ 

超音波検査（断層撮影法）（その他（頭頸部、四

肢、体表、末梢血管等））（透析シャント狭窄等）

の算定について 

17 

検査 ６２１ 
肝硬度測定（アルコール性肝炎等）の算定につい

て 
18 

検査 ６２２ 
子宮頸管粘液採取と細胞診（婦人科材料等による

もの）（子宮腟部びらん等）の算定について 
19 

検査 ６２３ 
子宮腟部組織採取（子宮腟部癌疑い等）の算定

について 
20 

検査 ６２４ 
子宮内膜組織採取等（子宮内膜ポリープ等）の算

定について 
21 

画像診断 ６２５ 
ポジトロン断層撮影又はポジトロン断層・コンピ

ューター断層複合撮影の算定について 
22 

投薬 ６２６ 
メルカプトプリン水和物（顕微鏡的多発血管炎

等）の算定について 
24 

投薬 ６２７ ジピリダモール製剤（腎疾患等）の算定について 25 

投薬 ６２８ 
ジラゼプ塩酸塩水和物錠（腎疾患等）の算定に

ついて 
27 

投薬 ６２９ 
ブロムヘキシン塩酸塩【吸入液】（ＣＯＰＤ）

の算定について 
28 

投薬 ６３０ 
肝機能障害に対するウルソデオキシコール酸の

投与量について 
29 

投薬 ６３１ 
単なる慢性肝炎に対するウルソデオキシコール

酸の投与量について 
30 

投薬 ６３２ 
逆流性食道炎に対するプロトンポンプ・インヒビ

ター（ＰＰＩ)の屯服薬としての算定について 
31 

投薬 ６３３ 

間質性肺炎の傷病名がない多発性筋炎、皮膚筋炎

に対するタクロリムス水和物カプセルの算定に

ついて 

32 



診療項目 番号 タイトル 頁 

注射 ６３４ 
フルオロウラシル【注射薬】（尿道癌等）の算

定について 
33 

処置 ６３５ 創傷処置（挫創）の算定について 34 

処置 ６３６ 創傷処置（痔瘻、痔核）の算定について 35 

処置 ６３７ 
いぼ等冷凍凝固法（伝染性軟属腫）の算定につ

いて 
36 

処置 ６３８ 鼻処置（副鼻腔炎等）の算定について 37 

手術 ６３９ 
前腕における同日のＫ044 骨折非観血的整復術と

Ｋ046 骨折観血的手術の併算定について 
38 

手術 ６４０ 
内視鏡的膵管ステント留置術時の胆道ステント

セットの算定について 
39 

病理診断 ６４１ 
細胞診（婦人科材料等によるもの）（子宮頸管炎）

の算定について 
40 

病理診断 ６４２ 
細胞診（婦人科材料等によるもの）の算定回数

について 
41 
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支払基金統一事例 

【 入院料等 】 

 

６０５ 心不全（ＮＹＨＡⅠ度及びＮＹＨＡⅡ度）に対する救急医療管理加

算１の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

心不全（ＮＹＨＡⅠ度及びＮＹＨＡⅡ度）に対するＡ205「１」救急医療管

理加算１の算定は、原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

救急医療管理加算１の対象患者については、厚生労働省通知※に「基本診療

料の施設基準等の別表第七の三に掲げる状態のうち一から十二のいずれかの

状態にあって、医師が診察等の結果、入院時点で重症であり緊急に入院が必要

であると認めた重症患者をいい、単なる経過観察で入院させる場合や、入院後

の重症化リスクが高いために入院させる場合等、入院時点で重症ではない患

者は含まれない。」と示されている。心不全（ＮＹＨＡⅠ度及びＮＹＨＡⅡ度）

は比較的軽症な状態であり、当該別表の三「呼吸不全で重篤な状態」や四「心

不全で重篤な状態」には該当しないと考える。 

以上のことから、心不全（ＮＹＨＡⅠ度及びＮＹＨＡⅡ度）に対するＡ205

「１」救急医療管理加算１の算定は、原則として認められないと判断した。 

ただし、診療内容及び症状詳記等から、緊急性及び重篤性が認められると判

断できる場合については、この限りではない。 

 

 

（※）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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支払基金統一事例 

【 入院料等 】 

 

６０６ 網膜剥離、眼内炎、眼外傷及び急性緑内障発作に対する救急医療管

理加算１の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

入院初日に次の傷病名に対して緊急手術が実施された場合におけるＡ205

「１」救急医療管理加算１の算定は、原則として認められる。 

⑴ 網膜剥離 

⑵ 眼内炎 

⑶ 眼外傷 

⑷ 急性緑内障発作 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

Ａ205「１」救急医療管理加算１については、算定対象となる患者の要件

の一つとして、厚生労働省告示※に「十 緊急手術、緊急カテーテル治療・

検査又はｔ‐ＰＡ療法を必要とする状態」と示されている。 

⑴から⑷に掲げる疾患は、放置すると失明の恐れがあり、速やかに手術を

施行する必要がある。 

以上のことから、入院初日に⑴から⑷の傷病名に対して緊急手術が実施さ

れた場合におけるＡ205「１」救急医療管理加算１の算定は、原則として認

められると判断した。 

 

 

（※）基本診療料の施設基準等 

 

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６０７ ＩｇＡ腎症に対するアルブミン定量（尿）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

ＩｇＡ腎症に対するＤ001「９」アルブミン定量（尿）の算定は、原則とし

て認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

アルブミン定量（尿）は、微量アルブミン尿の定量に用いられる検査であ

る。また、厚生労働省通知※に「糖尿病又は糖尿病性早期腎症患者であって

微量アルブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期又は第２期のものに限

る。）に対して行った場合に、３月に１回に限り算定できる。」と示されて

いる。 

腎症早期の尿蛋白はアルブミンに対して選択性が高いのに対し、ＩｇＡ腎

症の尿蛋白は非選択性である。したがって、ＩｇＡ腎症では、いわゆる微量

アルブミン尿を呈することはない。 

以上のことから、ＩｇＡ腎症に対するＤ001「９」アルブミン定量（尿）

の算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

（※）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 

 

  

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６０８ 顆粒球エラスターゼ定性等（子宮頸管粘液）と癌胎児性フィブロネ

クチン定性（頸管腟分泌液）（切迫早産）の併算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

切迫早産に対するＤ004「７」顆粒球エラスターゼ定性（子宮頸管粘液）又

は「８」顆粒球エラスターゼ（子宮頸管粘液）とＤ015「23」癌胎児性フィブ

ロネクチン定性（頸管腟分泌液）の併算定は、原則として認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

切迫早産は、妊娠 22 週 0 日から妊娠 36 週 6 日までの間で早産となる危険

性が高いと考えられる状態である。顆粒球エラスターゼ定性（子宮頸管粘液）

と顆粒球エラスターゼ（子宮頸管粘液）は、厚生労働省通知※に「絨毛羊膜炎

の診断のために妊娠満 22 週以上満 37 週未満の妊婦で切迫早産の疑いがある

者に対して行った場合に算定する」旨、また、癌胎児性フィブロネクチン定性

（頸管腟分泌液）は、同通知※に「切迫早産の診断のために妊娠満 22 週以上

満 33 週未満の者を対象として測定した場合のみ算定する」旨記載されている。 

顆粒球エラスターゼ定性は頸管粘液中のエラスターゼの有無を、顆粒球エ

ラスターゼは頸管粘液中のエラスターゼ量を測定するものである。また、癌胎

児性フィブロネクチン定性は、腟分泌中のフィブロネクチンの増加を確認す

ることによりそれぞれ切迫早産の指標とされており、一方で検査意義が異な

ることから、早産マーカーとしての双方の併施は臨床上有用であると考えら

れる。 

以上のことから、切迫早産に対するＤ004「７」顆粒球エラスターゼ定性（子

宮頸管粘液）又は「８」顆粒球エラスターゼ（子宮頸管粘液）とＤ015「23」

癌胎児性フィブロネクチン定性（頸管腟分泌液）の併算定は、原則として認め

られると判断した。 

 

 

(※)診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６０９ 慢性腎不全に対する副甲状腺ホルモン（ＰＴＨ）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

慢性腎不全に対するＤ008「29」副甲状腺ホルモン（ＰＴＨ）の算定は、原

則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

副甲状腺ホルモン（ＰＴＨ）は、副甲状腺機能を評価することが目的である。

副甲状腺機能亢進症等は、慢性腎不全の合併症の一つではあるが、慢性腎不全

の傷病名の記載のみにより適応疾患であると判断することは適切ではない。 

以上のことから、慢性腎不全に対するＤ008「29」副甲状腺ホルモン（ＰＴ

Ｈ）の算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

  

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１０ 手術前検査（梅毒血清反応（ＳＴＳ）定性等）の算定間隔について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の手術前検査の算定間隔は、原則として 3 か月に 1 回とする。 

⑴ Ｄ012「１」梅毒血清反応（ＳＴＳ）定性、「４」梅毒トレポネーマ抗

体定性 

⑵ Ｄ013「１」ＨＢｓ抗原定性・半定量、「３」ＨＢｓ抗原 

⑶ Ｄ013「５」ＨＣＶ抗体定性・定量 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

梅毒血清反応（ＳＴＳ）定性、梅毒トレポネーマ抗体定性、ＨＢｓ抗原定性・

半定量、ＨＢｓ抗原、ＨＣＶ抗体定性・定量は、手術前において、周術期の医

療者への感染防止や手術室の汚染による感染拡大防止の目的で実施されるが、

手術が繰り返し実施される場合、これらの算定間隔は 3 か月に 1 回が妥当と

考えられる。 

以上のことから、上記手術前検査の算定間隔は、原則として 3 か月に 1 回

とすると判断した。 

なお、当該算定間隔については、入院時検査も含めた算定間隔とする。 

 

 

  

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１１ 入院時検査（ＨＢｓ抗原定性・半定量等）の算定間隔について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の入院時検査の算定間隔は、原則として 3 か月に 1 回とする。 

⑴ Ｄ013「１」ＨＢｓ抗原定性・半定量、「３」ＨＢｓ抗原 

⑵ Ｄ013「５」ＨＣＶ抗体定性・定量 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

入院時検査としてのＨＢｓ抗原定性・半定量、ＨＢｓ抗原、ＨＣＶ抗体定性・

定量は、Ｂ型肝炎ウイルスやＣ型肝炎ウイルスの感染の見逃しを防止するた

めに実施されるものであり、入退院が繰り返される場合、これらの算定間隔は

3 か月に 1 回が妥当と考えられる。 

以上のことから、上記入院時検査の算定間隔は、原則として 3 か月に 1 回

とすると判断した。 

なお、当該算定間隔については、手術前検査も含めた算定間隔とする。 

 

 

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１２ Ｂ型慢性肝炎に対するＨＢｃ抗体半定量・定量の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

Ｂ型慢性肝炎の経過観察に対するＤ013｢６」ＨＢｃ抗体半定量・定量の算定

は、原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

ＨＢｃ抗体半定量・定量については、ＨＢＶの感染既往を確認するための

検査である。 

以上のことから、Ｂ型慢性肝炎の経過観察に対するＤ013｢６」ＨＢｃ抗体

半定量・定量の算定は、原則として認められないと判断した。 

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１３ 強皮症に対する抗ＲＮＡポリメラーゼⅢ抗体の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

強皮症に対するＤ014「19」抗ＲＮＡポリメラーゼⅢ抗体の算定は、原則と

して認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

抗ＲＮＡポリメラーゼⅢ抗体は、強皮症に特異性が高い検査である。全身

性強皮症の診断基準の一つにもされている。 

以上のことから、強皮症に対するＤ014「19」抗ＲＮＡポリメラーゼⅢ抗

体の算定は、原則として認められると判断した。 

なお、本検査は、厚生労働省通知※に「びまん性型強皮症の確定診断を目

的として行った場合に、１回を限度として算定できる。また、その際陽性と

認められた患者に関し、腎クリーゼのリスクが高い者については治療方針の

決定を目的として行った場合に、また、腎クリーゼ発症後の者については病

勢の指標として測定した場合に、それぞれ３月に１回を限度として算定でき

る。」と示されていることから、限局性強皮症と確定診断された患者には算

定できない。 

 

 

（※）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１４ 原発性胆汁性胆管炎（経過観察）に対する抗ミトコンドリア抗体定

性及び半定量、抗ミトコンドリア抗体定量の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

原発性胆汁性胆管炎の単なる経過観察のためのＤ014「21」抗ミトコンドリ

ア抗体定性及び半定量、Ｄ014「22」抗ミトコンドリア抗体定量の算定は、原

則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

抗ミトコンドリア抗体は、原発性胆汁性胆管炎の診断に用いられる特異性

の高い自己抗体であるが、疾患活動性は反映しないため、診断確定後の経過観

察のための抗ミトコンドリア抗体算定の必要性は低いと考えられる。 

以上のことから、原発性胆汁性胆管炎の単なる経過観察のためのＤ014「21」

抗ミトコンドリア抗体定性及び半定量、Ｄ014「22」抗ミトコンドリア抗体定

量の算定は、原則として認められないと判断した。 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１５ ＡＮＣＡ関連血管炎に対するＰＲ３－ＡＮＣＡとＭＰＯ－ＡＮＣＡ

の併算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

ＡＮＣＡ関連血管炎に対するＤ014「33」抗好中球細胞質プロテイナーゼ３

抗体（ＰＲ３－ＡＮＣＡ）とＤ014「32」抗好中球細胞質ミエロペルオキシダ

ーゼ抗体（ＭＰＯ－ＡＮＣＡ）の併算定は、原則として認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

抗好中球細胞質抗体（ＡＮＣＡ）検査には、特定の抗原であるミエロペル

オキシダーゼに対する抗体（ＭＰＯ－ＡＮＣＡ）を主に検出する検査と、プ

ロテイナーゼ３抗体（ＰＲ３－ＡＮＣＡ）を主に検出する検査がある。 

ＡＮＣＡ関連血管炎は小血管の壊死性血管炎のうち、ＡＮＣＡ陽性を特徴

とする血管炎で、これには諸種の血管炎が含まれる。代表的なものには顕微

鏡的多発血管炎（ＭＰＡ）、多発血管炎性肉芽腫症（ＧＰＡ）、好酸球性多

発血管炎性肉芽腫症（ＥＧＰＡ）があり、腎の障害をきたす急速進行性糸球

体腎炎（ＲＰＧＮ）の一部も含まれる。ＭＰＡやＥＧＰＡではＭＰＯ－ＡＮ

ＣＡが、ＧＰＡではＰＲ３－ＡＮＣＡが、ＲＰＧＮでは双方が陽性となる頻

度が高いとされている。ＡＮＣＡ関連血管炎診療ガイドラインやＲＰＧＮ診

療ガイドラインでも２つの検査を同時に行うことの重要性が示されている。 

以上のことから、ＡＮＣＡ関連血管炎に対するＤ014「33」抗好中球細胞

質プロテイナーゼ３抗体（ＰＲ３－ＡＮＣＡ）とＤ014「32」抗好中球細胞

質ミエロペルオキシダーゼ抗体（ＭＰＯ－ＡＮＣＡ）の併算定は、原則とし

て認められると判断した。 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１６ 血清補体価（ＣＨ５０）等（悪性関節リウマチ等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

① 次の傷病名に対するＤ015「４」血清補体価（ＣＨ５０）、「８」Ｃ３又は

Ｃ４の算定は、原則として認められる。 

⑴ 悪性関節リウマチ 

⑵ 関節リウマチ 

② 悪性関節リウマチに対するＤ015「４」血清補体価（ＣＨ５０）、「８」Ｃ３

及びＣ４の併算定は、原則として認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

補体は、主に抗体の作用を補い効果を高める作用を有している。一般的に抗

体活性の高い免疫疾患では補体が消費され、補体蛋白（Ｃ３、Ｃ４等）・補体活

性（ＣＨ５０）共に低下する。関節リウマチでは、高値を示す傾向にあるが、関

節外症状としての血管炎を伴う悪性関節リウマチでは逆に低下し、両者の病

態把握の指標の一つでもある。なお、ＣＨ５０、Ｃ３、Ｃ４を併せて測定するこ

とにより、補体価の変動のパターン等を把握することは、その診断や治療効果

の判定、経過観察に有用である。 

以上のことから、悪性関節リウマチ、関節リウマチに対するこれらの検査の

算定は、原則として認められると判断した。また、悪性関節リウマチに対する

これらの検査の併算定は、原則として認められると判断した。 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１７ 癌胎児性フィブロネクチン定性（頸管腟分泌液）（切迫早産診断時）

の算定間隔について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

妊娠満 22 週以上満 33 週未満の切迫早産の診断時におけるＤ015「23」癌胎

児性フィブロネクチン定性（頸管腟分泌液）の算定は、原則として入院・外来

にかかわらず週 1 回まで認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

切迫早産は、妊娠 22 週 0 日から妊娠 36 週 6 日までの間で早産となる危険

性が高いと考えられる状態である。 

癌胎児性フィブロネクチン定性は、腟分泌中のフィブロネクチンを確認す

ることで切迫早産の診断に用いられるもので、厚生労働省通知※に「切迫早産

の診断のために妊娠満 22 週以上満 33 週未満の者を対象として測定した場合

のみ算定する」旨記載されており、切迫早産のリスクが高い場合には早期診断

が重要であり、妊娠週数ごとの算定は臨床的に必要かつ有用と考えられる。 

以上のことから、妊娠満 22 週以上満 33 週未満の切迫早産の診断時におけ

るＤ015「23」癌胎児性フィブロネクチン定性（頸管腟分泌液）の算定は、原

則として入院・外来にかかわらず週 1 回まで認められると判断した。 

 

 

(※)診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 

 

  

支払基金・国保統一事例 



 

- 14 - 

 

支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１８ 超音波検査（断層撮影法）（下肢血管）（下肢動脈閉塞症等）の算定

について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するＤ215「２」ロ（２）超音波検査（断層撮影法）（下肢

血管）の算定は、原則として認められる。 

⑴ 下肢動脈閉塞症 

⑵ 下肢静脈血栓症（疑い含む。） 

⑶ 下肢静脈瘤（疑い含む。） 

⑷ 深部静脈血栓症（ＤＶＴ）（疑い含む。） 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

超音波検査は、高周波音波（超音波）を対象臓器等に当て、反射した音波の

強さや反射するまでの時間等様々な情報を元に映像化（画像化）する検査で、

非侵襲的に血管内の形態や機能の評価を実施するものである。上記⑴から⑷

の傷病名は下肢血管の血流障害を主病とするものであり、超音波検査（断層撮

影法）（下肢血管）は、臨床的有用性が高いと考えられる。 

以上のことから、上記傷病名に対するＤ215「２」ロ（２）超音波検査（断

層撮影法）（下肢血管）の算定は、原則として認められると判断した。 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６１９ 超音波検査（断層撮影法）（その他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管

等））（甲状腺癌等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

① 次の傷病名に対するＤ215「２」ロ（３）超音波検査（断層撮影法）（そ

の他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管等））の算定は、原則として認められ

る。 

⑴ 甲状腺癌 

⑵ 甲状腺腫瘍疑い 

⑶ 甲状腺腫瘤 

⑷ 甲状腺腫（結節性） 

⑸ 甲状腺腫（単純性・びまん性） 

⑹ 甲状腺機能低下症・橋本病 

⑺ 慢性甲状腺炎 

⑻ 甲状腺機能亢進症・バセドウ病 

⑼ 急性化膿性甲状腺炎 

⑽ 亜急性甲状腺炎 

⑾ 続発性副甲状腺機能亢進症 

⑿ 頸動脈狭窄症 

⒀ 頸動脈硬化症 

⒁ 先天性股関節脱臼 

⒂ 肩腱板断裂 

⒃ アキレス腱断裂 

⒄ 滑膜炎 

⒅ 滑液包炎 

⒆ 鼡径ヘルニア 

⒇ 関節リウマチ 

(21) ベーカーのう腫 

(22) 軟部腫瘍 

(23) 皮下腫瘍 

(24) 頭部、頸部腫瘍 

(25) 血腫 

(26) 頸部腫瘤 

(27) アテローム 

(28) ガングリオン 

(29) 肛門部膿瘍・肛門部皮下腫瘍 

(30) 精巣腫瘍（疑い含む。） 
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支払基金統一事例 

(31) 乳癌 

(32) 乳腺症  

(33) 腋窩腫瘍 

(34) 網膜剥離 

(35) 眼内腫瘍 

(36) 眼窩疾患 

(37) 眼窩内異物 

(38) 他の検査で眼底所見の確認ができない場合の白内障・前房出血・網膜 

剥離疑い・硝子体疾患 

② 次の傷病名に対するＤ215「２」ロ（３）超音波検査（断層撮影法）（そ

の他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管等））の算定は、原則として認められ

ない。 

⑴ 高血圧症 

⑵ 高脂血症 

⑶ 糖尿病 

⑷ 手指ひょう疽 

⑸ 表在性皮膚感染症 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

超音波検査は、高周波音波（超音波）を対象臓器等に当て、反射した音波の

強さや反射するまでの時間等様々な情報を元に映像化（画像化）する検査で、

上記①の疾患の臓器の形状、病態の把握や診断に有用である。 

また、Ｄ215「２」ロ（３）超音波検査（断層撮影法）（その他（頭頸部、

四肢、体表、末梢血管等））は、厚生労働省通知※に「体表には肛門、甲状腺、

乳腺、表在リンパ節等を含む」旨記載されており、上記①の疾患は、同通知の

要件にも該当する。 

一方、高血圧症と糖尿病では動脈硬化性病変部位に、高脂血症ではアキレス

腱に超音波検査を実施することがあるが、その際は、これらの傷病名に加えて

合併する傷病名の記載が必要である。また、手指ひょう疽と表在性皮膚感染症

に対する当該検査の算定は、臨床的有用性が低いと考えられる。 

以上のことから、上記①の傷病名に対するＤ215「２」ロ（３）超音波検査

（断層撮影法）（その他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管等））の算定は原則

として認められるが、上記②の傷病名に対する算定は原則として認められな

いと判断した。 

 

 

（※）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６２０ 超音波検査（断層撮影法）（その他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管

等））（透析シャント狭窄等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するＤ215「２」ロ（３）超音波検査（断層撮影法）（その

他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管等））の算定は、手術の実施に関わらず原

則として認められる。 

⑴ 透析シャント狭窄（疑い含む。） 

⑵ 透析シャント閉塞（疑い含む。） 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

透析シャント（内シャント）は、血液透析の脱血時に血流を確保するために

前腕部の動脈と静脈を皮下で吻合するもので、透析シャント狭窄は、血管の蛇

行部分や血管内壁の硬化部分の内腔が狭くなった状態、透析シャント閉塞は

狭窄が進行し血栓形成等によりシャント血流が遮断される状態である。 

超音波検査は、高周波音波（超音波）を対象臓器等に当て、反射した音波の

強さや反射するまでの時間等様々な情報を元に映像化（画像化）する検査で、

非侵襲的に血管内の形態や機能の評価を実施するものであり、透析シャント

狭窄等に対する当該検査の算定は、手術実施の有無にかかわらず有用性が高

いと考えられる。 

以上のことから、上記⑴及び⑵の傷病名に対するＤ215「２」ロ（３）超音

波検査（断層撮影法）（その他（頭頸部、四肢、体表、末梢血管等））の算定は、

手術の実施に関わらず原則として認められると判断した。 

 

 

  

支払基金・国保統一事例 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６２１ 肝硬度測定（アルコール性肝炎等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するＤ215-２肝硬度測定の算定は、原則として認められる。 

⑴ アルコール性肝炎 

⑵ 非アルコール性脂肪性肝炎（ＮＡＳＨ） 

⑶ Ｂ型慢性肝炎 

⑷ Ｃ型慢性肝炎 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

Ｄ215-２肝硬度測定については、厚生労働省通知※に「肝硬度測定は、汎用

超音波画像診断装置のうち、使用目的、効能又は効果として、肝臓の硬さにつ

いて、非侵襲的に計測するものとして薬事承認又は認証を得ているものを使

用し、肝硬変の患者（肝硬変が疑われる患者を含む。）に対し、肝臓の硬さを

非侵襲的に測定した場合に、原則として３月に１回に限り算定する。ただし、

医学的な必要性から３月に２回以上算定する場合には、診療報酬明細書の摘

要欄にその理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。」と示されている。 

上記の⑴から⑷の傷病名では、肝臓の線維化がみられ、肝硬変が疑われる患

者として肝臓の硬さを測定することは、臨床的に有用である。 

以上のことから、上記の⑴から⑷の傷病名に対するＤ215-２肝硬度測定の

算定は、原則として認められると判断した。 

 

 

（※）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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支払基金統一事例 

【 検査 】 

 

６２２ 子宮頸管粘液採取と細胞診（婦人科材料等によるもの）（子宮腟部び

らん等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するＤ418「１」子宮頸管粘液採取とＮ004 細胞診「１」婦

人科材料等によるものの算定は、原則として認められる。 

⑴ 子宮腟部びらん 

⑵ 子宮頸部異形成 

⑶ 子宮頸癌疑い 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

子宮腟部びらん（真性びらん）は子宮腟部の皮膚表面が炎症等により損傷さ

れた状態で、子宮頸癌が原因となる場合がある。子宮頸部異形成は、癌に進行

する確率が高い状態（前がん病変）、または悪性・良性の境界にある状態（境

界悪性）であり、軽度異形成、中等度異形成、高度異形成・上皮内癌に分類さ

れ、微小浸潤扁平上皮癌、扁平上皮癌へと進展する。 

子宮頸管粘液採取は、注射筒の先端を子宮頸管内に挿入して粘液を吸引採

取するものである。また、細胞診（婦人科材料等によるもの）は、子宮頸部・

内膜、腟部から採取した検体を用いて悪性腫瘍の細胞学的診断を実施するも

のであり、上記傷病名に対する臨床的有用性は高いと考えられる。 

以上のことから、上記傷病名に対するＤ418「１」子宮頸管粘液採取とＮ004

細胞診「１」婦人科材料等によるものの算定は、原則として認められると判断

した。 
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【 検査 】 

 

６２３ 子宮腟部組織採取（子宮腟部癌疑い等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するＤ418「２」子宮腟部組織採取の算定は、原則として認

められる。 

⑴ 子宮腟部癌疑い 

⑵ 子宮断端癌疑い 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

子宮腟部癌は子宮頸部の腟部側（外子宮口）、子宮断端癌は子宮頸部の子宮

側（内子宮口）の悪性腫瘍である。子宮腟部組織採取は、悪性腫瘍の病理診断

目的で子宮腟部組織の一部を鉗子で採取するものであり、上記傷病名に対す

る臨床的有用性は高いと考えられる。 

以上のことから、上記傷病名に対するＤ418「２」子宮腟部組織採取の算定

は、原則として認められると判断した。 
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【 検査 】 

 

６２４ 子宮内膜組織採取等（子宮内膜ポリープ等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

① 子宮内膜ポリープに対するＤ418「３」子宮内膜組織採取の算定は、原則

として認められる。 

② 子宮体癌疑いに対するＤ418「３」子宮内膜組織採取とＮ000 病理組織標

本作製「１」組織切片によるものの算定は、原則として認められる。 

③ 子宮体癌に対するＤ418「３」子宮内膜組織採取とＮ004 細胞診「１」婦

人科材料等によるものの算定は、原則として認められる。 

④ 次の傷病名に対するＤ418「３」子宮内膜組織採取とＮ000 病理組織標本

作製「１」組織切片によるものの算定は、原則として認められない。 

⑴ 不妊症 

⑵ 更年期出血 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

子宮内膜組織採取は、病理組織学的診断目的で鋭匙を使用して内膜掻爬に

より子宮内膜から病変組織を採取するもの、細胞診（婦人科材料等によるもの）

は、子宮頸部・内膜、腟部から採取した細胞より悪性腫瘍の細胞学的診断を実

施するものである。また、病理組織標本作製（組織切片によるもの）は、生体

から採取した組織から標本を作製し、悪性腫瘍や炎症性疾患等を病理学的に

診断するものである。 

子宮内膜ポリープは、子宮内膜に発生した良性腫瘍であるが、悪性腫瘍が疑

われる場合はポリープを切除して病理組織学的診断を実施する必要がある。

子宮体癌は子宮内膜から発生する悪性腫瘍であり、細胞診や病理組織標本に

よる診断は、臨床的有用性が高いと考えられる。 

一方、不妊症は、女性側の原因として排卵因子、卵管因子、免疫因子、子宮

因子があげられるが、上記病理診断の臨床的有用性は低いと考えられる。 

また、更年期出血は生殖期から閉経期への移行期に生じる不規則な出血で、

器質性出血の原因疾患には、子宮筋腫、子宮内膜ポリープ、子宮頸部や体部の

悪性腫瘍、子宮内膜症等があるが、原因疾患が特定されていない場合、上記病

理診断の臨床的有用性は低いと考えられる。 

以上のことから、上記①から③の傷病名に対する各検体採取料及び病理診

断の算定は原則として認められるが、上記④の傷病名に対するＤ418「３」子

宮内膜組織採取とＮ000 病理組織標本作製「１」組織切片によるものの算定は、

原則として認められないと判断した。  
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【 画像診断 】 

 

６２５ ポジトロン断層撮影又はポジトロン断層・コンピューター断層複合

撮影の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

① 次の傷病名に対するＥ101-２ポジトロン断層撮影又はＥ101-３ポジトロ

ン断層・コンピューター断層複合撮影の算定は、原則として認められる。 

⑴ 多発性骨髄腫 

⑵ 原発不明癌 

⑶ 悪性腫瘍（早期胃癌を除く。）の術後 

② 悪性腫瘍の疑いに対するＥ101-２ポジトロン断層撮影又はＥ101-３ポジ

トロン断層・コンピューター断層複合撮影の算定は、原則として認められな

い。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

18ＦＤＧを用いたポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コンピューター断

層複合撮影については、厚生労働省通知※において、悪性腫瘍（早期胃癌を除

き、悪性リンパ腫を含む。）の算定要件は病期診断若しくは転移・再発の診断

を目的とし、「他の検査又は画像診断により病期診断又は転移若しくは再発の

診断が確定できない患者に使用する」とされ、その場合に限り算定できる旨示

されている。 

多発性骨髄腫は、血液細胞の一種である形質細胞が腫瘍化したものであり、

上記画像診断は、骨病変の診断、病期の評価、化学療法の評価等に有用と考え

られる。ＦＤＧ－ＰＥＴは、日本血液学会の「造血器腫瘍診療ガイドライン

2024 年版」においても、治療開始前のベースライン評価として勧められる検

査項目の一つに挙げられている。 

原発不明癌は、十分な検索にもかかわらず原発巣が不明で組織学的に転移

巣と判明している悪性腫瘍である。日本臨床腫瘍学会の「原発不明がん診療ガ

イドライン改訂第 2 版」においても、ＰＥＴに関して「頭頸部原発不明がん、

あるいは単一転移病変と考えられた症例では有用である。それ以外ではＣＴ

などで原発が検出できないときに有用である」と推奨されている。 

また、上記画像診断は、悪性腫瘍（早期胃癌を除く。）の術後においても、

転移・再発の診断に用いられている。 

以上のことから、多発性骨髄腫、原発不明癌、悪性腫瘍（早期胃癌を除く。）

の術後に対する上記画像診断の算定は、原則として認められると判断した。た

だし、厚生労働省通知※「他の検査又は画像診断により病期診断又は転移若し
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くは再発の診断が確定できない患者に使用する場合に限り算定する」と示さ

れていることに留意すること。 

なお、悪性腫瘍の疑いでは、病期診断若しくは転移・再発の診断を目的とす

る等の厚生労働省通知※の算定要件に合致しないことから、原則として認めら

れないと判断した。 

 

 

（※）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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【 投薬 】 

 

６２６ メルカプトプリン水和物（顕微鏡的多発血管炎等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するメルカプトプリン水和物（ロイケリン散）の算定は、原

則として認められない。 

⑴ 顕微鏡的多発血管炎 

⑵ 結節性多発動脈炎 

⑶ 多発血管炎性肉芽腫症 

⑷ 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 

⑸ 大動脈炎症候群 

⑹ 全身性エリテマトーデス 

⑺ 多発性筋炎 

⑻ 皮膚筋炎 

⑼ 強皮症 

⑽ 混合性結合組織病 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

ロイケリン散はチオプリン製剤の一つで、添付文書の効能・効果は「急性白

血病、慢性骨髄性白血病の自覚的並びに他覚的症状の緩解」であるが、以前か

ら薬理学的に６－メルカプトプリン（６－ＭＰ）のプロドラッグであるアザチ

オプリンと同等の効果が得られると判断され、白血病以外にも炎症性腸疾患

やリウマチ性疾患、ＡＮＣＡ関連血管炎、臓器移植後等の治療に一定の効果が

期待され、使用されてきた経緯がある。しかし、現在は他の有効性に優れ、副

作用が少ない薬剤が用いられてきており、また、本剤は添付文書に上記⑴から

⑽までの傷病名は効能・効果に記載されていない。 

以上のことから、上記傷病名に対するメルカプトプリン水和物(ロイケリン

散)の算定は原則として認められないと判断した。 
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【 投薬 】 

 

６２７ ジピリダモール製剤（腎疾患等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するジピリダモール製剤（ペルサンチン錠等）の算定は、原

則として認められない。 

⑴ 腎疾患 

⑵ 糖尿病性腎症（第１・２・５期） 

⑶ 慢性腎不全 

⑷ 蛋白尿 

⑸ 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 

⑹ 顕微鏡的多発血管炎 

⑺ クリオグロブリン腎症 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

ジピリダモール製剤(ペルサンチン錠等）は、抗血小板作用をはじめ、血栓・

塞栓抑制作用、尿蛋白減少作用、腎機能改善作用等を有する医薬品で、添付文

書の効能・効果※は以下のとおりである。 

本剤は、糸球体係蹄での免疫反応等を介した血液凝固を起点に線維化、さら

には硬化へと進む器質的病変を主病変としている場合に有用なことがあるが、

上記の傷病名はこのような糸球体病変を主病変とするものではなく、当該薬

剤の適応とはならない。 

なお、糖尿病性腎症については、第１期・２期は上記の器質的病変はなく、

５期はすでに糸球体が硬化状態であり、いずれの場合も当該薬剤の対象とは

ならない。 

以上のことから、単なる腎疾患、糖尿病性腎症（第１・２・５期）、慢性腎

不全、蛋白尿、好酸球性多発血管炎性肉芽腫症、顕微鏡的多発血管炎、クリオ

グロブリン腎症に対する当該医薬品の算定は、原則として認められないと判

断した。 

 

 

（※）添付文書の効能又は効果 

【12.5mg 及び 12.5％製剤】 

〇狭心症、心筋梗塞（急性期を除く）、その他の虚血性心疾患、うっ血性心不全 

【25mg 製剤】 

○狭心症、心筋梗塞（急性期を除く）、その他の虚血性心疾患、うっ血性心不全 

支払基金・国保統一事例 
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〇ワーファリンとの併用による心臓弁置換術後の血栓・塞栓の抑制 

○次の疾患における尿蛋白減少：ステロイドに抵抗性を示すネフローゼ症候群 

【100mg 製剤】 

○ワーファリンとの併用による心臓弁置換術後の血栓・塞栓の抑制 

○次の疾患における尿蛋白減少：ステロイドに抵抗性を示すネフローゼ症候群 
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【 投薬 】 

 

６２８ ジラゼプ塩酸塩水和物錠（腎疾患等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するジラゼプ塩酸塩水和物錠（コメリアンコーワ錠等）の算

定は、原則として認められない。 

⑴ 腎疾患 

⑵ 糖尿病性腎症（第１・２・４・５期） 

⑶ 慢性腎不全 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

ジラゼプ塩酸塩水和物錠（コメリアンコーワ錠等）の添付文書の効能・効果

は、「腎機能障害軽度～中等度のＩｇＡ腎症における尿蛋白減少」である。ま

た、効能又は効果に関連する注意に「腎機能障害が軽度～中等度（クレアチニ

ン・クリアランスとして 50mL/min 以上）のＩｇＡ腎症における尿蛋白減少の

目的にのみ使用すること。）」と示されており、上記傷病名に対する当該医薬品

の投与は適応外である。 

以上のことから、単なる腎疾患、糖尿病性腎症（第１・２・４・５期）、慢

性腎不全に対する当該医薬品の算定は、原則として認められないと判断した。 
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【 投薬 】 

 

６２９ ブロムヘキシン塩酸塩【吸入液】（ＣＯＰＤ）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

慢性閉塞性肺疾患（慢性気管支炎・肺気腫）に対するブロムヘキシン塩酸塩

【吸入液】（ブロムヘキシン塩酸塩吸入液 0.2％）の算定は、原則として認め

られる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

ブロムヘキシン塩酸塩【吸入液】の添付文書の効能・効果は急性気管支炎、

慢性気管支炎、肺結核、塵肺症、手術後の去痰であり、作用機序には「気管支

粘膜及び粘膜下気管腺の分泌を活性化し、漿液分泌を増加させる。また、気管

分泌細胞リソソーム顆粒から遊離されたリソソーム酵素の関与で酸性糖蛋白

の繊維網を溶解低分子化する。肺表面活性物質の分泌促進作用や線毛運動亢

進作用を有する。」と示されている。 

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ：ｃｈｒｏｎｉｃ ｏｂｓｔｒｕｃｔｉｖｅ 

ｐｕｌｍｏｎａｒｙ ｄｉｓｅａｓｅ）は、従来、慢性気管支炎や肺気腫と呼

ばれてきた病態の総称であり、慢性気管支炎では気管支が、また肺気腫ではよ

り末梢の終末細気管支から肺胞にかけた部位が主病変となっており、いずれ

も、煙草の煙を主とする有害物質を長期に吸入、曝露することで生じた肺の炎

症性疾患で、当該医薬品の投与により呼吸困難等の症状を軽減することが期

待できる。 

以上のことから、慢性閉塞性肺疾患（慢性気管支炎・肺気腫）に対する当該

医薬品の算定は、原則として認められると判断した。 
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【 投薬 】 

 

６３０ 肝機能障害に対するウルソデオキシコール酸の投与量について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

肝機能障害に対するウルソデオキシコール酸（ウルソ錠等）の投与量は、原

則として１日 300 ㎎まで認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

肝機能障害については、ウルソデオキシコール酸（ウルソ錠等）の添付文

書の効能・効果に記載のある「慢性肝疾患における肝機能の改善」に該当

し、その用法・用量は「通常、成人１回 50 ㎎を１日３回経口投与する。な

お、年齢、症状により適宜増減する。」と記載されている。 

以上のことから、肝機能障害に対するウルソデオキシコール酸（ウルソ錠

等）の投与量は、原則として１日 300 ㎎まで認められると判断した。 
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【 投薬 】 

 

６３１ 単なる慢性肝炎に対するウルソデオキシコール酸の投与量につい 

  て 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

単なる慢性肝炎に対するウルソデオキシコール酸（ウルソ錠等）の投与量は、

原則として 300 ㎎まで認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

慢性肝炎については、ウルソデオキシコール酸（ウルソ錠等）の添付文書に

「慢性肝疾患における肝機能の改善」に対する用法・用量として、「通常、成

人１回 50 ㎎を１日３回経口投与する。なお、年齢、症状により適宜増減する。」

と記載されている。 

以上のことから、単なる慢性肝炎に対するウルソデオキシコール酸（ウルソ

錠等）の投与量は、原則として 300 ㎎まで認められると判断した。 
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【 投薬 】 

 

６３２ 逆流性食道炎に対するプロトンポンプ・インヒビター（ＰＰＩ)の屯

服薬としての算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

逆流性食道炎に対するプロトンポンプ・インヒビターの屯服としての算定

は、原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

プロトンポンプ・インヒビターは、添付文書の用法・用量より連日服用す

ることで効果がみられる。 

以上のことから、逆流性食道炎に対するプロトンポンプ・インヒビターの

屯服としての算定は、原則として認められないと判断した。 

なお、逆流性食道炎に対する維持療法の安定期や休薬期にある場合のオン

デマンド療法等の必要性・有用性については個々の症例ごとに判断すること

とする。 
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【 投薬 】 

 

６３３ 間質性肺炎の傷病名がない多発性筋炎、皮膚筋炎に対するタクロリ

ムス水和物カプセルの算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

間質性肺炎の傷病名がない多発性筋炎、皮膚筋炎に対するタクロリムス水

和物（プログラフカプセル等）の算定は、原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

タクロリムス水和物（プログラフカプセル等）の添付文書の効能・効果には、

「多発性筋炎・皮膚筋炎に合併する間質性肺炎」と記載されている。 

以上のことから、添付文書の記載どおり、間質性肺炎の傷病名がない多発性

筋炎、皮膚筋炎に対するタクロリムス水和物（プログラフカプセル等）の算定

は、原則として認められないと判断した。 

ただし、多発性筋炎・皮膚筋炎は間質性肺炎を合併しやすいこと、難治症例

（副腎皮質ステロイド治療抵抗例に対するタクロリムス水和物（プログラフ

カプセル等）の併用）があることを踏まえ、レセプトの内容や症状詳記等から

投与の必要性が判断できる場合については、この限りではない。 

 

 

  

支払基金・国保統一事例 



 

- 33 - 

 

支払基金統一事例 

【 注射 】 

 

６３４ フルオロウラシル【注射薬】（尿道癌等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

次の傷病名に対するフルオロウラシル【注射薬】（５－ＦＵ注等）の算定は、

原則として認められない。 

⑴ 尿道癌 

⑵ 腎盂癌 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

フルオロウラシル【注射薬】（５－ＦＵ注等）の添付文書の効能・効果※は以

下のとおりであり、尿道癌、腎盂癌に対するフルオロウラシル【注射薬】（５

－ＦＵ注等）の算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

（※）添付文書の効能又は効果 

○ 下記疾患の自覚的並びに他覚的症状の緩解 

胃癌、肝癌、結腸・直腸癌、乳癌、膵癌、子宮頸癌、子宮体癌、卵巣癌 

ただし、下記の疾患については、他の抗悪性腫瘍剤又は放射線と併用すること

が必要である。 

食道癌、肺癌、頭頸部腫瘍 

○ 以下の悪性腫瘍に対する他の抗悪性腫瘍剤との併用療法 

頭頸部癌、食道癌、治癒切除不能な進行・再発の胃癌 

○ レボホリナート・フルオロウラシル持続静注併用療法 

結腸・直腸癌、小腸癌、治癒切除不能な膵癌、治癒切除不能な進行・再発の胃癌  
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【 処置 】 

 

６３５ 創傷処置（挫創）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

挫創に対するＪ000 創傷処置「１」100 平方センチメートル未満の算定は、

原則として認められる。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

挫創は、鈍体が強く作用した部位の皮膚、皮下組織が挫滅し、皮膚が離断し

た創であり、創傷処置 100 平方センチメートル未満の傷であっても、早期治癒

を促す上で必要な処置である。 

以上のことから、挫創に対する創傷処置「１」100 平方センチメートル未満

の算定は、原則として認められると判断した。 
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【 処置 】 

 

６３６ 創傷処置（痔瘻、痔核）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

① 手術を要しない痔瘻に対するＪ000 創傷処置の算定は、原則として認めら

れる。 

② 手術を要しない痔核に対するＪ000 創傷処置の算定は、原則として認めら

れない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

痔瘻は、肛門管内から発生し肛門や直腸周囲に進展した膿瘍が、自潰や切開

により排膿され、線維化して瘻管を形成した状態※であり、創傷処置は創部感

染を防ぎ早期治癒を促す上で必要な処置である。 

一方、痔核は、肛門管内の粘膜下や肛門上皮下にある血管ならびに結合織か

らなる柔らかい組織（肛門クッション）が次第に肥大化して出血や脱出などの

症状を呈する状態になったもの※であり、通常は、疼痛に対する保存的治療や

外科的治療が行われるため、創傷処置の対象とはならない。 

以上のことから、①手術を要しない痔瘻に対するＪ000 創傷処置の算定は原

則として認められ、②手術を要しない痔核に対するＪ000 創傷処置の算定は原

則として認められないと判断した。 

 

（※）肛門疾患（痔核・痔瘻・裂肛）・直腸脱診療ガイドライン 2020 年版（改訂第 2 版）

（日本大腸肛門病学会） 
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【 処置 】 

 

６３７ いぼ等冷凍凝固法（伝染性軟属腫）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

伝染性軟属腫に対するＪ056 いぼ等冷凍凝固法の算定は、原則として認めら

れない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

伝染性軟属腫（水いぼ）は、ポックスウイルスに属する伝染性軟属腫ウイル

スによる皮膚感染症で光沢のある結節が多発する。治療には、主にトラコーマ

摂子や鋭匙摂子による摘除が実施される。いぼ等冷凍凝固法は液体窒素を用

いて疣贅（いぼ）を壊死させる治療であり、伝染性軟属腫に対する算定は適切

ではないと考えられる。 

以上のことから、伝染性軟属腫に対するＪ056 いぼ等冷凍凝固法の算定は、

原則として認められないと判断した。 
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【 処置 】 

 

６３８ 鼻処置（副鼻腔炎等）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

① 副鼻腔炎（急性・慢性）に対するＪ097 鼻処置（鼻吸引、単純鼻出血及び

鼻前庭の処置を含む。）の算定は、原則として認められる。 

② 次の傷病名に対するＪ097 鼻処置（鼻吸引、単純鼻出血及び鼻前庭の処置

を含む。）の算定は、原則として認められない。 

⑴ 急性咽頭炎 

⑵ 咽頭炎 

⑶ 急性上気道炎（６歳以上の患者） 

⑷ 慢性上気道炎 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

鼻処置は、上鼻道、中鼻道及び下鼻道の開大や鼻分泌物の排出を目的に実施

するものであり、厚生労働省通知※に「鼻吸引、単純鼻出血及び鼻前庭の処置」

が含まれる旨記載されている。 

副鼻腔炎はウイルス、細菌、真菌による感染症やアレルギー反応等による副

鼻腔の炎症であり、重度の鼻閉、膿性鼻汁等の症状を有するものもあることか

ら、当該処置の臨床的有用性は高いと考えられる。一方、急性咽頭炎・咽頭炎

は咽頭に炎症が生じた状態であり、当該処置の臨床的有用性は低いと考えら

れる。また、急性上気道炎や慢性上気道炎は上気道の炎症により咽喉痛、鼻汁、

鼻閉及び咳等の症状を生じるが、鼻症状は軽度であり、同様に当該処置の臨床

的有用性は低いと考えられる。 

以上のことから、上記①の傷病名に対するＪ097 鼻処置（鼻吸引、単純鼻出

血及び鼻前庭の処置を含む。）の算定は原則として認められるが、上記②の傷

病名に対するＪ097 鼻処置（鼻吸引、単純鼻出血及び鼻前庭の処置を含む。）

の算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

(※)診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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【 手術 】 

 

６３９ 前腕における同日のＫ044骨折非観血的整復術とＫ046骨折観血的手

術の併算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

前腕における同日のＫ044 骨折非観血的整復術とＫ046 骨折観血的手術の併 

算定は、原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

手術については、厚生労働省告示※１に「同一手術野又は同一病巣につき、

２以上の手術を同時に行った場合の費用の算定は、主たる手術の所定点数の

みにより算定する。」と示され、また、厚生労働省通知※２に「手術料（輸血料

を除く。）は特別の理由がある場合を除き、入院中の患者及び入院中の患者以

外の患者にかかわらず、同種の手術が同一日に２回以上実施される場合には、

主たる手術の所定点数のみにより算定する。」と示されている。 

前腕における同日の骨折非観血的整復術と骨折観血的手術の併算定は、上

記告示及び通知に該当するが、複数手術に係る費用の特例には該当しない。 

以上のことから、前腕における同日のＫ044 骨折非観血的整復術とＫ046 骨

折観血的手術の併算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

（※1）診療報酬の算定方法 

（※2）診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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【 手術 】 

 

６４０ 内視鏡的膵管ステント留置術時の胆道ステントセットの算定につい 

  て 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

Ｋ708－３内視鏡的膵管ステント留置術時の胆道ステントセットの算定は、

原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

034 胆道ステントセットは、厚生労働省通知※「胆管狭窄部に対し、胆管の

拡張又は管腔の維持を目的に、経皮的又は経内視鏡的に胆管内に留置して使

用するステント（ガイドワイヤ及びダイレーターを含む。）である」と示され

ている。 

内視鏡的膵管ステント留置術は、主膵管狭窄に伴う膵液流出障害を解除す

ることにより、慢性膵炎の軽減、膵機能の改善、膵石の治療や再発防止などを

目的に実施されるが、その際の胆道ステントセットの算定は上記通知より適

応外と考えられる。 

以上のことから、Ｋ708－３内視鏡的膵管ステント留置術時の胆道ステント

セットの算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

（※）特定保険医療材料の定義について 
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【 病理診断 】 

 

６４１ 細胞診（婦人科材料等によるもの）（子宮頸管炎）の算定について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

子宮頸管炎に対するＮ004 細胞診「１」婦人科材料等によるものの算定は、

原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

子宮頸管炎は細菌やクラミジア等感染症、薬物等によるアレルギー、ペッサ

リー等異物による刺激が原因で子宮頸部に炎症が生じた状態であり、悪性腫

瘍の可能性は低い。 

細胞診（婦人科材料等によるもの）は、子宮頸部・内膜、腟部から採取した

細胞より悪性腫瘍の細胞学的診断を実施するものであり、上記子宮頸管炎に

対する臨床的有用性は低いと考えられる。 

以上のことから、子宮頸管炎に対するＮ004 細胞診「１」婦人科材料等によ

るものの算定は、原則として認められないと判断した。 
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【 病理診断 】 

 

６４２ 細胞診（婦人科材料等によるもの）の算定回数について 

 

《令和７年７月３１日》 

 

○ 取扱い 

 

子宮頸部と子宮腟部に対するＮ004 細胞診「１」婦人科材料等によるものの

２回の算定は、原則として認められない。 

 

 

○ 取扱いを作成した根拠等 

 

Ｎ004 細胞診は、厚生労働省通知※に「同一又は近接した部位より同時に数

検体を採取して標本作製を行った場合であっても、１回として算定する」旨記

載されている。子宮頸部は、腟側に接する子宮腟部と子宮腔に向かう頸管部で

構成されており、これらは近接した部位に該当することから、１回の算定が妥

当と考えられる。 

以上のことから、子宮頸部と子宮腟部に対するＮ004 細胞診「１」婦人科材

料等によるものの２回の算定は、原則として認められないと判断した。 

 

 

(※)診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について 
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